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■ Ｈ２６年度の経常損益（企業の「営業利益」相当）は、前年同様  

に高齢者納付金／支援金が前々年度分概算算定額の精算戻しの影  

響で一時的に減少したため、前年度に比べ＋２．２億円の３．６  

億円となりました。 

 【経常損益の推移】 

  Ｈ２１→Ｈ２２→Ｈ２３→Ｈ２４→Ｈ２５→Ｈ２６ 

   ０ ▲２７０  ３５ ▲１３ １３３ ３５７百万円 
 

■ 経常外収入には、現預金を伴わない前年度繰越金１．２５億円を  

含んでいます。 
 

■ 経常、経常外ともプラスであったことから、収入支出差額の決算  

残金は、昨年度を１．７億円上回る５．４億円となりました。 
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■ 収入／支出の推移でみると、保険料率を引き上げたＨ２３年度から４年  間、

収入が支出を上回って推移しています。 
 

■ Ｈ２６の実際総収入額（経常収入に、経常外の実ｷｬｯｼｭｲﾝのある調整保険  料

、交付金等を加えた収入額)は、平均被保険者数が８２８１名と前年度  から３１

名減少したが、賞与からの一般保険料の増加により前年度より  ＋１．２億円の

増加となりました。 
 

■ Ｈ２６の総支出は、療養給付費を主因に保険給付費が前年度比０．６億  円増

加しましたが、高齢者納付金／支援金が、厚労省算定の前々年度分  概算額の精

算戻し額▲２億円により一時的に大幅減となったことで、前年度比▲１．３億円 

減少しました。加入員の高齢化に伴い、 

保険給付費は増加傾向にあり、ここ 

５年間では年平均で２．２％の増加を 

示しています。 
 

■ 今年度Ｈ２７は、納付金／支援金が 

法改正により大幅増加となることにより、 

実質収支はマイナスに転じますが、法定 

準備金の余剰額を取り崩して繰り入れる 

ことで収支は均衡できる見込みです。 
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■ 一般勘定については、法定準備金が法定保有率の２１６％の水準に積み上    

がっ ているため、決算残金５４２百万円の全額を別途積立金に積み立てる     

こととしました。 
 

■ この結果、別途積立金残高も１，０５８百万円と大きく積み上がり、次年度以降   

の前期高齢者給付費の急増や後期高齢者支援金の総報酬割合引き上げ等    

による納付金／支援金の負担増加に対するバッファといたします。 
 

■ 介護勘定の決算残金７２百万円も、全額法定準備金に積み立てることとし、    

この結果、準備金残高は１９４百万円となり、同様に今後の負担増加に備える   

こととしました。 


